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Wiki（ハワイ語で「素早い」という意味）

とは「誰でも自由に書き換えて編集でき簡

単にリンクを張れる」ウェブサイトのことで

す。正式には、Wikiwiki Webといい、

1994年にWard Cunninhamによって作

られました。Perlで約350行と短く書かれ

た画期的なプログラムで、日本語版も

「YukiWiki」「PukiWiki」などいろいろとあ

ります。

Wikiでは自由にすべてのページを誰で

も書き換えられるというのが大きな特徴

です。一般的なウェブサイトや掲示板、ブ

ログなどでは、書き込みやコメントしたり

することはできますが、他の人の書き込み

やコメントを書き換えたりはできないので、

この点が非常に便利です。

また、通常、ウェブページ作成者は、特

別な文字列を使って見出しや文字の大き

さやリンク先を文章中に記述していく

HTMLで作成します。しかしWikiでは、ペ

ージに書いた文の頭に「＊」「 - 」などの

マークをつけて見出しやフォントを指定す

るだけで、自動的にHTMLに変換してペー

ジを作成できます。さらにURLのアドレス

を書くだけで自動的にリンクも張れます。

Wikiは、誰でも自由に書き換えられる

一方で、改ざんされる危険性などもありま

す。また、見出しの指定などに使うマーク

アップ方法を知らないと表現できなかった

り、フォーマットに制限があるので、凝った

「Wiki」って何？

公的個人認証サービスとはどんなもの？
今月のポイント

いまさら聞けない

Wikiは誰でも自由にページを書き換えられる
HTMLを書けなくてもWikiが自動的に変換してくれる

Wikiって最近よく聞きますが、何のことですか？　教えてください。（群馬県・茂木さん）

いまだから聞きたい

このコーナーでは読者の皆さんの

インターネットに関する疑問や質

問にお答えします。「？」と感じたこ

とはどのようなことでも構いません

ので、下記のメールアドレスまでご

質問ください。なお、ご質問への

メールでの回答はできませんので

ご了承ください。

○ご質問はこちらまで

im-faq@impress.co.jp

ページは作成できなかったりする不便さも

あります。しかし、パスワードを設定してペ

ージに入れないようにしたり、マークアッ

プの一覧を参照できるようにすればとても

便利に使うことができます。

編集部でも、企画の内容をメモ代わり

にして書きとめたり、連絡ボードとして各自

のスケジュールなどを書き込んだりして

Wikiを有効に活用しています。（編集部）

Wikiの特徴

＊「アドワーズ」と「アドセンス」の正式名称は、それぞれ「アドワーズ
広告」「コンテンツ向けAdSense」です。
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これまで窓口に出向く必要のあった行政

機関への各種の申請や届け出は、インタ

ーネットを利用して自宅や職場からでもでき

るようになりました。しかしインターネットの

利用には「なりすまし」「改ざん」などの危険

も潜んでいるため、申請者が本当に本人

であるのか、申請内容が正しいものである

かなどを証明する仕組みが必要です。公

的個人認証サービスとは、公的機関が暗

号技術を利用して申請や届け出の内容を

証明する仕組みです（図）。

このサービスは2004年1月29日から開

始され、2月2日からは名古屋国税局管内

で国税電子申告、3月29日からは厚生労

働省の社会保険関係手続きや、岡山県で

のパスポートの申請手続きなどが開始され

ています。今後も、国の機関のほか各地

方公共団体の手続きが順次追加される見

込みです。

このサービスを利用して各種の申請や

届け出をするためには、電子証明書が必

要です。「電子証明書」は申請者が在住し

ている都道府県の知事より発行され、各

市区町村役場で発行される住民基本台帳

カード（ICカード）に保存されます。

申請者はこのカードを受け取る必要が

あります。発行手数料は500円（市町村に

よって異なる）、有効期限は原則として3年

間です。カードには電子証明書と一緒に電

子署名に必要な秘密鍵の情報も入ってい

ます。

申請者は、「電子証明書」「電子署名」

「申請書」を暗号化して行政機関に送って

申請をします。電子申請を受けた各省庁な

どの行政機関は、発行元の都道府県の認

証局や民間の認証局に証明書の有効性

をオンラインで確認します。

申請者側には専用のソフトウェア（市町

村が配布）やICカードリーダーライターが必

要となります。この専用ソフトウェアは現在

はウィンドウズ版しか利用できませんが、

Mac OS版やLinux版なども開発が検討

されています。また、指定ブラウザーはイン

ターネットエクスプローラとネットスケープで

す。

住民基本台帳カードに電子証明書が保

存されていることについては、一部のセキ

ュリティー専門家からは、拾ったり盗んだり

した場合に誰のものであるかがわかってし

まう危険性が指摘されています。しかし、住

民基本台帳カードが盗まれたとしても暗証

番号がわからなければ悪用はできません。

公的個人認証サービスは住基ネットと密

接なつながりがあるために、普及には住基

ネットのセキュリティーに対する不安を取り

除くことが欠かせません。住基ネットに接

続していない地方公共団体は公的個人認

証サービスを実施できない状況にあり、国

民が安心感を持つまでには多くの課題が

残っているといえるでしょう。

最近個人情報の流出が相次いでいます

が、電子申請そのものはコスト削減につな

がる仕組みですので、セキュリティーと利便

性の両面からの改善が今後進むことによ

って、普及も進むものと考えられます。

http://www.jpki.go.jp/

（ラック・三輪信雄）

「公的個人認証サービス」って何のことですか？　私たちの生活とどんなかかわりがあるのでしょうか？

(石川県　辻さん)

公的個人認証サービスとは本人確認サービス
インターネットを利用した行政手続を悪意から防御

公的個人認証サービスの仕組み
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